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1. はじめに
近年，SNSの普及により個人の情報発信が増加している

[1]．ソーシャルメディアは，投稿や共有を気軽にでき，ま
た誰でも発信が可能であるという特性から，正しい情報だ
けでなく，流言∗1を伝播してしまうという問題がある．東日
本大震災時には多数の流言が伝えられ，中には特定の人種
を差別するものや，誤った避難情報など，人命に関わる深
刻な事例もあった [2]．また，2019年末に発生した新型コロ
ナウイルスの感染が拡大する中，多数の流言が拡散し，物
品の買い占めなど社会的に大きな影響を及ぼした．これに
対して，マイクロブログサービスの一つである Twitter∗2で
は，新型コロナウイルスに関する偽情報ツイートを削除す
る対策を講じた [3]が，偽情報とする情報の線引きの困難
さや，言論の自由に関する問題が指摘されている．このよ
うに，災害等で社会情勢が不安定な状況では，特に多くの
流言が伝えられる．
また，Twitterなどの SNSで拡散した流言は，その利用

者の間でのみ共有されるわけではない．総務省のデータに
よれば，Twitterユーザは 10代および 20代が中心 [4]であ
るが，2020年 2月に話題となった「トイレットペーパーが
品薄になる」という流言は，世代を超えて人々の行動に影
響を与えた [5]．これは，流言を信じた人々が，他の人に伝
えたり，実際に購買行動を起こしたりすることで，それが
メディアで報道され，さらに多くの人に広まるといったこ
とを繰り返した結果である．このように，SNSで拡散して
いる流言は，それを直接閲覧していない人々にも広がる可
能性がある．
そこで我々は，日常的に情報への危機意識を高める仕組

みが必要であると考え，流言の注意喚起を行うシステムの
提案を行う．このシステムは，自然言語で応答可能なチャッ
トボットが，ユーザからの問いかけに関連する流言の提示
や，深刻度の高い流言の注意喚起を行うものである．本稿
では，事前に実施した，情報共有と流言の注意喚起に関す
るアンケートの結果や，関連研究をもとに，流言の注意喚
起を行うシステムを提案する．

2. 関連研究
流言の拡散を防止する研究として，流言の検出を行う研

究がある [7]．鳥海らは，Twitter上の流言注意喚起ツイー
トを利用し，ツイートが流言であるか判定するアルゴリズ
ムを提案した．東日本大震災時のツイートデータを用いて
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∗1本研究では，十分な根拠がなくその真偽が不明，または真偽が
人々に疑われている情報を流言と定義し，発生過程での悪意の有無は
問わないものとする．

∗2 https://twitter.com

表 1: 回答者の年代と性別の構成

年代 男性（名） 女性（名） 合計（名） 割合
10代 5 12 17 10％
20代 67 89 156 88％
30代 0 2 2 1％
40代 0 0 0 0％
50代 0 1 1 1％
合計 72 106 178 100％

※割合は小数点第 1位で四捨五入

実験を行った結果，提案した手法は，80％以上の精度で流
言を検出可能であることがわかった．また一方で，判定は
Twitter上のツイートにもとに行われるため，流言判定の根
本的な部分は人の判断に依存していると述べている．また，
高精度な検出が可能であっても，最終的にその情報を信頼
するかどうかは，ユーザが自ら判断を行う必要がある．し
たがって，情報への危機意識を高める仕組みが必用である
と我々は考える．
柿本らは，Twitterユーザ 108人にアンケートを行い，リ

ツイート機能∗3を利用する際に，情報の真偽を確認している
と答えた人の割合が，40％を下回ることを示した [6]．また，
Webページ上の流言を強調表示することで，情報を閲覧す
るユーザに流言に対する気づきを与える仕組みを提案して
いる．強調表示に利用する流言情報は，あらかじめ Twitter
上から収集したものである．実験の結果，システムはユー
ザの情報拡散行動前に，流言に関する気づきを提供すると
いう目的を満たしていることを示した．しかし，1章でも
述べたように，流言は TwitterやWebページ上の情報を閲
覧する若者の間でのみ広まるものではなく，口頭やテキス
トメッセージなどのコミュニケーションを介して，幅広い
年齢の人々に拡散していくものであると考えられる．した
がって，Webページの閲覧時に気づきを提供するだけでな
く，幅広い年代の人々が日常的に利用し，情報への危機意識
を高められるシステムを構築する必要がある．そこで，本
研究では，身近な SNS上で動作する，流言の注意喚起を行
うボットを構築する．

3. アンケート
流言の注意喚起を行う際の要件を明らかにするために，

SNSの利用頻度や情報共有の実態に関するアンケートを実
施した．アンケートはWeb上で回答してもらった．表 1に
アンケート回答者の年齢と性別の構成を示す．回答者 178
名中，年代は 20代が最も多く，全体の 88％となった．男
女比は 4:6である．

∗3他のユーザが発信したツイートを再発信することができる機能．
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図 1: SNSの利用頻度
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図 2: 【ニュース /うわさ】を伝えたか

LINE∗1 ,Twitter,Facebook∗2の利用頻度に関するアンケート
結果を図 1に示す．LINEおよび Twitterは，1日に 2回以
上と答えた人とが大部分を占めており，LINE では 93 ％，
Twitterでは 69％である．一方で，Facebookは使用してい
ないと答えた人が 65 ％となった．これらの傾向は，回答
者の 88 ％が 20 代だったことが影響していると考えられ
る．また，総務省のデータ [4]によれば，主要な SNSであ
る LINE，Twitter，Facebookのなかで，最も幅広い年齢層
の人々が利用しているのは LINEであることが示されてい
る．実施したアンケート結果と総務省のデータを考慮し，日
常的に様々な年齢層の人々が利用することを想定した本シ
ステムは，LINE上で動作するチャットボットとして構築す
ることとした．使用頻度の高い LINE上で動作するシステ
ムにすることで，システム利用の敷居が低くなるように試
みる．
次に，情報共有に関するアンケートの結果を図 2に示す．

このアンケートでは，テレビや Web などで報道，掲載さ
れたものを「ニュース」，事実かどうか明確でないものを
「うわさ」としている．1ヶ月以内に，人にニュースを伝え
たと答えた人は 87％，うわさを伝えたと答えた人は 45％
となった．どちらも，伝えていないと答えた人を上回る結
果となった．また，うわさについて，（伝えたかどうか）わ
からないと答えた人が 19 ％となり，ニュースを大きく上
回った．この結果から，伝える情報の真偽を意識していな
い人が一定数いる可能性が示唆される．
次に，ニュースおよびうわさを伝えた相手を図 3に示す．

ニュースでは「親」および「実社会の友人」がそれぞれ 40％
を占めており，うわさでは「親」が 34％，「実社会の友人」

∗1 https://line.me
∗2 https://www.facebook.com
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図 3: 【ニュース /うわさ】を伝えた相手
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図 4: 【ニュース /うわさ】を伝えた理由

が 46 ％となった．この結果から，アンケート回答者の多
くは，得た情報を身の回りの親しい間柄の人々に伝えてい
ることが明らかになった．つまり，Twitterを利用していな
い人であっても，Twitter以外の伝達経路を介して，Twitter
で発信された流言を受け取る可能性がある．このことから，
特定の SNSで発信された流言に関しても，当該 SNSの利
用者だけでなく，非利用に対しても，注意喚起を行う必要
があると考えられる．
また，ニュースおよびうわさを伝えた理由を図 4に示す．

どちらも，「自分に興味のある内容だったから」と「共有相
手に興味の有りそうな内容だったから」がそれぞれ 40％前
後を占めている．これは，Wangらの情報共有に関する聞
き取り調査の結果 [8]と同様である．Wangらの調査では，
この結果を受けて，相手の役に立ちたいという社会的欲求
から情報を伝えるのだと結論づけている．善意の情報伝達
であっても，情報の真偽に目が向けられないと，流言を拡
散してしまうことがある．また，うわさについて，「仮に間
違っていても，深刻な問題とならない内容だと思った」が
14％あり，これはニュースよりも多い．これより，誤情報
である可能性に気づきながらも，自己の判断で伝えること
もあると考えられる．
これらを踏まえて本論文では，日常的に情報への危機意

識を高める仕組みを構築することを目的とし，流言情報の
注意喚起と，手軽な流言情報の確認が行えるシステムの提
案を行う．
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図 5: システム構成図

4. 提案システム「ちるも」
4.1 システム概要
本稿で提案するシステム「ちるも∗1」は，流言の注意喚起

を行うチャットボットである．3章のアンケート結果から，
日常的な利用者の多い SNSである LINE上で動作するボッ
トとして実装することとした．ユーザは，LINE 上で本シ
ステムを「友だち追加」することで，システムの利用を始
められる．LINEの動作する端末であれば，PC，スマート
フォン，タブレットなどデバイスを問わず利用することが
可能である．
ユーザはシステムと自然言語を用いて対話することがで

きる．例えば，人間に対して問いかけるように，「最近出回っ
ているデマはある？」とメッセージを送信すると，それに
対してシステムが応答する．また，ユーザの問いかけがな
くとも，システムからプッシュ通知∗2でメッセージを送るこ
とも可能である．

4.2 設計方針
2章でも述べたとおり，流言の注意喚起は幅広い属性の

人々に行う必要があり，システムはより多くの人が気軽か
つ日常的に利用可能であることが望ましい．システムを継
続して利用してもらうためには，まず, 流言の確認に関す
るユーザの負担を少なくすることが不可欠である．そこで，
国内において多くの人々が利用する LINE上で，自然な言
葉で話しかけて流言を確認することができるチャットボット
を構築することで，ユーザに流言への気づきを与え，ユー
ザの情報への危機意識向上を目指す．

(1) 日常的な利用を可能にする
情報の真偽確認を行うことのできる Web サイトは，

∗1 Check Rumors（チェックルーモア）から「ちるも」と命名した.
∗2アプリケーションを起動していなくても，システムが自動的に情

報を通知する仕組み．

Factcheck.org∗3や PolitiFact∗4など，複数存在する．し
かし，Wangらが指摘するように，ファクトチェック
を行う人は少数であり [8]，これら既存の Web サイ
トのような真偽確認を行う仕組みは，日常的に活用
されていないと考えられる．そこで，ユーザが日頃
の生活のなかで自然にシステムを利用できるように，
日常的な利用の多い LINE 上で動作するシステムを
構築する．

(2) 流言の確認を容易にする
提案システム「ちるも」はチャットボットとして構
築する．自然言語処理技術を利用し，ユーザの入力
内容と関連する流言の抽出と提示を行う．これによ
り，ユーザは，Twitterなどで見つけた情報をそのま
まシステムに入力するだけで，容易に流言の確認が
できる．

(3) 流言への気づきを与える
従来研究で，流言を検出する手法が提案されている
[7]が，検出精度が 100％にならない限り，情報を信
頼するかどうかの最終的な判断は，ユーザ自ら行う
必要がある．そこで本研究では，提示する情報を，流
言の“可能性がある”ものとし，ユーザに「閲覧して
いる情報が流言かもしれない」という気づきを与え
るようにする.

4.3 システム構成
システム構成図を図 5に示す．ユーザからの問いかけが

あった場合，（a）流言情報確認機能により，入力内容の解
析および，応答メッセージの作成を行う．この際，ユーザ
が入力したメッセージを Google社∗5が提供する自然言語処
理プラットフォームである，Dialogflow∗6によって解析する．

∗3 http://factcheck.org
∗4 https://www.politifact.com/
∗5 http://www.google.co.jp/
∗6 https://cloud.google.com/dialogflow
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これによって，ユーザがどのような情報を求めているかと
いった情報を，メッセージから「意図」として抽出する．こ
の「意図」およびメッセージに含まれるキーワードを用い
て，（ｃ）流言情報取得機能で，条件に一致，もしくは類似
する流言情報を取得し，ユーザに応答メッセージとして返
送する．また，（b）流言情報確認機能では，一定期間ごとに
(c)流言情報取得機能で取得した流言情報を，ユーザに通知
し，注意喚起する．これらの機能により，ユーザに流言へ
の気づきを与え，情報への危機意識を高められるように試
みる．
それぞれの機能で利用する流言情報は，2012年から運用

している流言情報クラウド [9]と連携して取得している．流
言情報取得サーバでは，取得した流言情報に形態素解析を
行い，形態素解析結果を付与した流言情報を (c)流言情報
取得機能に提供している．
システムの動作画面例を図 6に示す．（a）のように，シス

テムはユーザのメッセージ内容に類似する流言情報を応答
することができる．システムが返すメッセージには，ユー
ザのメッセージと類似する流言が，類似度の高い順に最大
3 件含まれる．加えて，(b) に示すように，Twitter 上のツ
イートの URL を送信することで，そのツイートの内容に
類似する流言情報を応答することができる．この機能によ
り，ユーザは Twitter閲覧時も，気になるツイートを直接本
システムに送信し，類似する流言を確かめることが可能で
ある．また (c)に，流言の注意喚起通知の様子を示す．(c)
では，メッセージ送信時点で確認されている，最新の流言
を 5件提示している．また (d)には，ショートカットボタ
ンの例を示す．これは，ボタンを押すことで，それぞれ対
応する機能を利用することができるものである．「流言ク
ラウド」ボタンを押すと，流言クラウドのWebページ∗1に
アクセスできる．「最新の流言」ボタンを押すと，最新の流
言が提示される．「ヘルプ」ボタンを押すと，どのような問

∗1 http://mednlp.jp/ miyabe/rumorCloud/rumorlist.cgi

いかけに対応しているかを提示するようになっている．

5. おわりに
本研究では，情報への危機意識を高めることを目的とし，

流言の注意喚起を行うシステムを提案した．本稿では，情
報共有に関するアンケートを実施し，流言の注意喚起を行
うチャットボットを構築した．今後は，提案システムが目
的を満たすかを検証するために実験を行い，その結果につ
いて考察する．
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